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#10-14 

【３月２７日～４月２日】 

〔ウクライナの報道をもとに作成〕 

平成２２年４月６日 

在ウクライナ大使館 
 

Ａ．主な動き 

 

１．内政 

▼憲法裁判所による与党連合結成の合憲判断 

・２７日、トメンコ最高会議副議長は、憲法裁判所の判決が

（合憲と違憲の）どちらの意味にも解釈可能な不明確なもの

になるだろうと予測。 

・２９日、Ｉ．キリレンコＢＹＴ会派代表は、個別議員による与党

連合結成の合憲判断に関し、憲法裁判所に対してはあらゆ

る方向から圧力がかかっていると発言。 

・２９日、ティモシェンコ元首相は、憲法裁判所には憲法に反

する判決を下すよう圧力がかかっており、地域党関係者が、

高額の年金と就職先の斡旋を引き替えとした辞任または１０

０万ドルで合憲判決を出すかのいずれかを選択するよう判

事に求めていると非難。 

・３０日、ヤヌコーヴィチ大統領は、憲法裁判所が与党連合

の合憲性を否定する判決を出した場合、新たな議会選の宣

言を行う用意があると発表。 

・３１日、ストリジャーク憲法裁判所長官は、最高裁判所裁判

官が地域党から賄賂を受け取っているとするティモシェンコ

元首相の声明は、裁判に対する圧力であると発言。 

▼与党連合 

・２７日、チギプコ副首相（「強いウクライナ」代表）は、地域党

党首になるつもりはないとしながらも、「強いウクライナ」が地

域党と合併する可能性もあると発言。 

・３０日、ズボフＢＹＴ議員、マリチＢＹＴ議員及びヴァシレン

コＮＵＮＳ議員が与党連合「安定と改革」へ加入。 

・３０日、コジェミャーヒンＢＹＴ議員は、ズボフ及びマリチＢＹ

Ｔ議員に続き、更に最大３名のＢＹＴ議員が与党連合に加入

する可能性があると発表。 

・リトヴィン最高会議議長は、３１日にクジメンコＢＹＴ議員が、

また１日にバビリョフＮＵＮＳ議員が与党連合「安定と改革」

へ加盟したと発表。与党連合の参加議員数は２４０名に。 

▼人事 

・３１日、ヤヌコーヴィチ大統領は、与党連合に加入していた

プリューシＮＵＮＳ議員を大統領補佐官に任命。 

・３１日、ヤヌコーヴィチ大統領はホンチャルク大統領官房副

長官を留任、また外相就任に伴いグリシチェンコ国家安全

保障国防会議第一副書記を解任。 

・２日、ヤヌコーヴィチ大統領は、ポルトノフＢＹＴ会派副代表

を大統領府副長官及び司法改革・司法制度問題担当に任

命。 

▼タバチニク教育科学相罷免決議 

・２７日、トメンコ最高会議副議長（ＢＹＴ）は、野党が２９日以

降タバチニク教育科学相の罷免を求めていくつもりであり、

またボイコ燃料エネルギー相からは対露ガス交渉の詳細を

聴取するつもりであると発言。 

・３０日、最高会議は、Ｖ．キリレンコＮＵＮＳ議員の提出した

タバチニク教育科学相罷免決議案を否決。賛成票を投じた

のはＢＹＴ議員１４６名及びＮＵＮＳ議員５６名の計２０２名。

他方地域党、共産党及びブロック「リトヴィン」の議員は棄

権。 

・３０日、Ｖ．キリレンコＮＵＮＳ議員は、タバチニク教育科学

相の罷免を求める決議案を再び提出。 

・３０日、コジェミャーキンＢＹＴ議員は、最高会議がタバチニ

ク教育科学相の罷免決議を否決することは想定内であり、マ

スコミ及び世論の注目を集めるためにあえて投票に持ち込

んだと発表。 

・３０日、ボンダルＢＹＴ議員は、ウクライナ・ロシア・ベラルー

シ国家連合に関するフョードロフ露国家院議員の提案を検

討すると発言したセミノージェンコ副首相の罷免を求める決

議案を最高会議に提出。 

▼地方選挙 

・２７日、コレースニコフ副首相は、地方選挙は最高会議選

挙と同時に実施することが国政運営上望ましいと発言。 

・２９日、リトヴィン最高会議議長は、地方選挙の実施期日及

びメカニズムにつき３０日に与党連合各代表と会議を行う予

定であると発言。また、リトヴィン議長は地方選挙の実施が２

０１０年１１月または２０１１年５月になると予測。 

・２９日、ラヴリノーヴィチ法務相は、地方選挙は２０１０年９月

後半に行われ、それまでに小選挙区制度が導入される可能

性があると発言。 

・１日、最高会議は憲法改正（クリミア自治共和国最高会議及

び地方議会の任期にかかるもの）に関する法案を採択、憲

法裁判所に提出。憲法裁判所は右法案を２０１０年６月１５日

までに審議する予定。 

▼野党の動き 

・３１日、ティモシェンコ元首相及びソボレフＮＵＮＳ議員を

中心とする野党連合は、２０１０年予算案編成に向けてアザ

ーロフ首相に対し提案を行い、また社会水準の向上、中小

企業向け免税措置等のヤヌコーヴィチ大統領が発表してい

た全ての選挙公約の実現を求めていくと発表。 

・３１日、ヤツェニューク「変化の前線」代表は、「２０１２年の

政府」と名付けた自派の野党政府を４月１５日に発表すると

宣言。 

・１日、ＢＹＴは議会委員会代表ポストからの自派議員引き上

げを決定。 

２．経済 
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▼マクロ経済 
・２９日、２月末時点のウクライナの直接対外債務は０．９％減

の１４８億５２９０万ドルとなったと財務省が発表。なお、国内

債務は４．４％増の９６２億７１０万グリブナ。 

・３１日、国家統計委員会は２００９年第４四半期におけるＧＤ

Ｐは前年同期比６．４％減と発表。 

・１日、中央銀行は３月末における金及び外貨準備高が２月

末比４．１％増の２５１億ドルと発表。 

▼政策 

・２７日、ヤヌコーヴィチ大統領は国家汚職対策委員会のメ

ンバーを任命。また、同委員会に対し、汚職対策法案を２２

日までに提出するよう要請。 

・２７日、チギプコ経済担当副首相はヤヌコーヴィチ大統領

から経済特区の更改を検討するよう指示を受けたと発言。ま

た、同特区は技術関連分野に特化されるであろう、とも発

言。 

・２８日、ツシュコ経済相は、ウクライナ・米経済委員会のウィ

リアムス議長との会談に於いてウクライナに対する投資家の

信頼回復が緊急に取り組むべき課題の一つであると発言。 

・２９日、クリューエフ第一副首相は、閣僚会議が２０１０年度

予算案を４月６日から９日の間に承認する予定であると発言。

その後直ぐに最高会議に提出される予定。 

・２９日、チギプコ副首相はナフトガス社の赤字額と年金基金

の赤字額を加えると２０１０年３２０－３４０億グリブナとなる見

込みであると発言。また、一週間以内にＶＡＴ未還付問題に

関する決定を発表、とも発言。 

・２９日、チギプコ副首相は、政府の経済改革委員会におい

て企業の電子登録システム導入に関する法案を検討と発

言。 

・２９日、ヤヌコーヴィチ大統領はアザーロフ首相に対し、Ｖ

ＡＴに関する手続き改善を要請。 

▼ＩＭＦ 

・１日、アザーロフ首相とアルヴァニティスＩＭＦミッション団長

が協議。閣僚会議は、アルヴァニティス団長の発言として、

閣僚会議の赤字削減の意図を支持したと発表。また、ウクラ

イナ政府は経済改革もカバーする新しい合意文書の締結を

提案したとも発表。 

▼ガス問題 

・３１日、クリューエフ副首相は、ウクライナが現在ロシアと協

議を行っており、国内のガス料金を値上げしないで済むよう

な適正な価格で落ち着くことを目指していると発言。 

・２日、ソボレフＢＹＴ議員は、ウクライナの２０１０年第二四半

期の対露ガス代金が１千立方メートルあたり３１０～３２０ドル

になるとの予想を発表。 

▼その他 

・１日、シュヴァロフ露第一副首相はＣＩＳの枠内に於けるウク

ライナとの自由貿易圏に関し議論を開始することを提案。 

３．外政 

▼２６日、アザーロフ首相の前政権批判 

アザーロフ首相は記者会見で、２００９年１１月にヤルタで開

催されたロシアとの政府間経済協力委会合での各合意を守

らなかったとして、ティモシェンコ前内閣を批判。 

▼２７～２８日、グリシチェンコ外相のブリュッセル訪問 
・「ブリュッセル・フォーラム」（欧州北米地域の政治家、国際

機関代表、有識者会議）に参加したほか、ビルト・スウェーデ

ン外相、フィーレ欧州委員（対外関係・欧州近隣国政策担

当）、ブゼク欧州議会議長と会談。 

・グリシチェンコ外相は、ウクライナの外交優先課題として欧

州統合の効率化、ロシアとの友好パートナーシップ関係構

築、米国との戦略的パートナーシップの実効化を提唱。グリ

シチェンコ外相は、欧州統合がウクライナ外政の優先事項

であると改めて強調し、対話継続のためフィーレ委員を４月

２２～２３日の日程で招請。 

・また同外相は、ＥＵとの関係は重視しつつも、ロシアとの良

好な関係なくしては原子力、航空機製造、運輸、農業分野

の発展は望めないとの見方を示す。 

▼３１日、サウダバエフ・カザフスタン（ＯＳＣＥ議長国）
外相のウクライナ訪問 
・ヤヌコーヴィチ大統領は会談で、ウクライナが非核保有国

として安全の保障を求めていることを強調。 

・グリシチェンコ外相との会談では、二国間経済関係の発展、

ウクライナ・カザフスタン外務省間協議協定に署名。ＯＳＣＥ

の活動、沿ドニエストル問題につき協議。 

▼１日、シュヴァロフ露第一副首相のウクライナ訪問 
・アザーロフ首相と会談。 

・ウクライナ側はウクライナのガス輸送システムの近代化、原

子力エネルギー、航空機建造でのロシアとの協力について

討議する用意があると表明。 

▼１日、関税同盟加盟の審議を最高会議が拒否 
・ウクライナ最高会議は、共産党会派とシモネンコ共産党党

首が提出した「ベラルーシ、カザフスタン、ロシアとの統一経

済圏創設へのウクライナの参加および互恵的経済協力の発

展に関する」決議案の審議を否決。 

▼２日、ウクライナ・ロシア首脳電話会談 
・国際テロ、二国間協力関係につき協議。 

▼その他 
・３０日、露非常事態省は、モスクワの地下鉄で２９日に発生

したテロにより１名のウクライナ人が死亡したと発表。 

・２日、ベラルーシ議会は前回一致でウクライナ・ベラルーシ

国境に関する協定を採択。協定は、１９９７年５月１２日に署

名され、ウクライナ最高会議が１９９７年７月１８日に批准。 

・２日、ゲルマン大統領府副長官は、ヤヌコーヴィチ大統領

が５日モスクワを非公式訪問、７日からはカザフスタンを訪

問する予定と発表。 

・２日、アザーロフ首相は、ウクライナ露経済協力問題委員

会が４月２２日モスクワにて開催され、両政府は一連の協定

に署名の予定と発表。 

４．防衛 
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▼黒海艦隊駐留問題 

・２９日、マクシモフ海軍司令官は、ウクライナ海軍は露黒海

艦隊との二国間演習及び５月９日のセヴァストーポリにおけ

る合同パレードの準備をしていると発言。 

▼ＮＡＴＯ 

・２日、ヤヌコーヴィチ大統領は、ＮＡＴＯ加盟準備省庁間委

員会を解散する大統領令に署名。 

・２日、グリシチェンコ外相は、我々はこれまでに達成されて

きたＮＡＴＯとのパートナーシップの程度に満足しており、Ｎ

ＡＴＯと交流しているプログラムは我々の軍改革等を可能に

していると発言。 

▼武器輸出 

・１日、コノヴァリューク地域党議員は、軍事技術協力におけ

る汚職を根絶することをウクライナ指導部に求めると発言す

るとともに、本汚職がウクライナのイメージを傷つけていると

付言。 

▼防空システム構成品密輸未遂事案 

・３１日、ロシアのロストフ地区裁判所は、ウクライナの知人に

防空ミサイル・システムとレーダーの構成品を密輸しようとし

た２名の地域住民に有罪宣告。レーダーの構成品は、国境

でロシア税関により没収。被疑者は、この他にＳ－２００防空

ミサイル・システムの構成品をオデッサ経由でブルガリアに

密輸することを計画。 

▼その他 

・３０日、国防省報道官は、本年４月にベラルーシとの、１０

月にロシアとの合同防空演習を計画していると発表。 

・３０日、エジェリ国防相は、２０１０年の国防予算に関し、国

防省の要求額は１９０億グリブナであるが、困難な財政情勢

により１３０億グリブナ程度になるであろうと発言。更に、ウク

ライナ軍の負債が総額７億グリブナであり、政府の支援を期

待するとコメント。また、２０１１年から段階的に志願兵制に移

行すると発言。 

５．二国間関係 

▼３０日、平成２１年度草の根・人間の安全保障無償

資金協力「ウジゴロド地区幼稚園衛生環境改善計画」

引渡式 

・出張中の松尾参事官はバラニンツィ村議会にて行われた

本件引渡式に出席。本件では同地区の３幼稚園に対して家

具、台所用品一式、屋外遊具一式総額６８，０３０米ドルを供

与。 

▼３０日、平成２１年度草の根・人間の安全保障無償

資金協力「ウジゴロド地区における医療環境改善計

画」引渡式 

・出張中の松尾参事官はウジゴロド地区中央病院にて行わ

れた本件引渡式に出席。本件ではウジゴロド地区保健医療

サービス局に対してレントゲン検診車総額９６，４４３米ドルを

供与。 

▼マツダ新車発表会の開催（２９日付報道） 
・２５日、キエフ市クリスタルホールにてハイレベルの招待客

を迎えてマツダ設立９０周年、ウクライナ進出２０周年、新型

Mazda3発表のイベントが盛大に祝われた。 

 

Ｂ．その他の動き 

 

３／３１ （水） 

・閣僚会議は、ペドチェンコ氏を国防省第１次官に任命。現

在、国防省には２人の第１次官と７人の次官が存在。 

（了） 


